
別記様式６

　平成２２年９月２７日（月）　於：外務省６６６号会議室

　委　員　長 中里　実（欠席）

　委　　　員 中谷　和弘、三笘　裕、宮本　和之、吉田　明子

抽出案件 （備考）

一般競争方式（政府調達に関する協定適用対象） 3/14 件 審査対象：

一般競争方式（上記以外） 2/146 件 　平成２２年度第１四半期

指名競争方式 0/7 件

企画競争に基づく随意契約方式 2/69 件

公募に基づく随意契約方式 0/22 件

その他の随意契約方式 3/163 件

10/421 件

　別紙のとおり 　別紙のとおり

なし

平成２２年度第３回（第１２回）　外務省契約監視委員会

議 事 概 要

開催日及び場所

委　　　　　員

その他 　

合　　計

回　　　　　答

委員会による意見
の具申又は勧告の
内容

意　見　・　質　問

委員からの意見・
質問、それに対す
る外務省の回答等



別紙 

委    員        外  務  省 

１．物品・役務等の契約（総括表） 

 （意見なし） 

 

２．指名停止等の運用状況 

 （該当なし） 

 

３．再度入札における一位不動状況 

 （意見なし） 

 

４．低入札価格調査制度調査対象の発生状況 

○複写機・複合機の賃貸借保守契約の２案件は

落札率が相当低いが、予定価格の算定が高す

ぎたのではないか。 

 

５．抽出案件の審議 

①－４ 「官房業務システム運用」業務委嘱 

（一般競争入札：政府調達） 

○複数年度契約を行ってトータルコストを抑え

る取組等を行っては如何か。 

○調達方式を公募による随意契約方式から一般

競争方式へ変更しているが、同一業者と契約

したのか。 

 

 

①－５ 「ＯＡ機器消耗品」の購入 

（一般競争入札：政府調達） 

○機器が特定されたＯＡ機器用の消耗品の調達

であるので、応札者が限定されることは仕方

がない部分はあるが、一者応札とならざるを

得ないのか。消耗品は純正品である必要があ

るのか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●予定価格は市場価格と対比しても妥当であった

と考えている。落札業者の営業方針等により低

価格の入札となったものと考えられる。 

 

 

 

 

●予算要求時に国庫債務負担行為をとる必要もあ

るが、引き続き検討して参りたい。 

●入札の結果、同一業者と契約した。 

 

 

 

 

 

 

●機器は特定されているが、当該会社から正常に

作動可能である旨の証明書を取得すれば、純正

品でなくとも入札可能としている。保証された

消耗品以外で運用中に不具合が生じた場合、メ

ンテナンス契約上の保証を受けることができな

い。 

 



委    員        外  務  省 

○在外公館分の調達か。在外公館のＯＡ機器も

リース契約なのか。 

 

○予定数量はどのように積算したか。 

○外務省内の機器は、同一社製か。 

 

 

 

 

 

①－１３ 「バックアップセンターシステム用

機器等一式」賃貸借保守 

（一般競争入札：政府調達） 

⑥－３ 「旅券用ホストコンピューター」賃貸

借保守 

（随意契約） 

（上記２案件を併せて審査） 

○賃貸借保守契約では一者応札となっている

が、他業者の応札が困難であるのか。 

 

 

 

 

○賃貸借保守契約の三者契約の形態につき質

問。 

 

②－８ 「テレビ会議システム一式」賃貸借契

約 

（一般競争入札） 

○テレビ会議が可能な在外公館数如何。また、

同一社製機器か。 

○製造会社を特定しての入札とならざるを得な

いのか。 

 

 

●本件は本省分が殆どであるが、一部在外公館分

もある。なお、在外公館分でもリース契約の機

器がある。 

●前年度実績から積算している。 

●全機が同一時期に調達されている訳ではなく、

調達の度に入札により業者を選定しているの

で、同一社製のみではない。５年のリース契約

であるので、５年後の機器本体入札の結果、調

達先が変更となることも考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

●複数業者が入札に興味を示していたが、結果的

に一者応札であった。その理由としては、   

個人情報保護法で規定されているＰマークを取

得していない者、納期までに稼働確認が不可で

ある者、数年先の最適化計画導入時に入札を予

定している者等があった。 

●三者契約の実態について適宜回答。 

 

 

 

 

 

●１７公館＋本省である。全て同一社製である。 

 

●仕様書では、互換性があれば他社製品による入

札も可としているが、スペック等が制限となる

こともある。 

 



委    員        外  務  省 

○公告期間を延長する、入札説明会を行う等の

入札者を増やす方策は考えられないか。 

 

 

②－１５ 「外務省研修所警備」業務委嘱 

（一般競争入札） 

（意見無し） 

 

④－１ 「海外広報用ビデオ『JAPAN VIDEO 

TOPICS』制作及び複製」業務委嘱 

（企画競争） 

○ＨＰでも内容の閲覧は可能であるが、アクセ

ス数如何。 

○海外ＴＶ局での活用状況如何。 

 

 

○契約は１年であるが、１年経ったものは使用

できないのか。 

○企画競争における予定価格の積算方法如何。 

 

 

④－２６ 「対ロシア技術支援日本センター巡

回講座／訪日研修事業『中小企業経営（極東

部）』業務委嘱 

（企画競争） 

○過去何回も実施してきている案件か。 

 

○偏った企画採用者となっていないか。 

 

 

 

○親日家育成等のため、研修後のフォローアッ

プは行われているか。 

 

 

●公告期間中の応札希望者からの質問には、仕様

書内容を適宜説明した。改善可能な部分について

は、引き続き検討していく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

●１トピックスで再生回数は月 3,000 である。 

 

●ひとつの番組の中でコーナーが作られている

ケースや、複数のトピックスをまとめて１つの番

組として放映しているＴＶ局もある。 

●制作したものは情報が古くならない限り、継続

して使用可能である。 

●予算額を上限として、事前に予定価格を示して

いる。 

 

 

 

 

 

●ロシア側とも協議しつつ、年度毎に狙いやテー

マを定めて実施している。 

●ロシア側のニーズも踏まえて企画テーマを定

めているが、テーマによっては企画提出者の得

意とする分野であることもあり、企画競争の結

果、採用者が偏ることもある。 

●ビジネスマンとの交流会、同窓会ネットワーク

を通じて、人的信頼関係構築に努めている。 

 

 



 
委    員        外  務  省 

⑥－１２０ 「自動車ガソリン等」の購入 

（随意契約（不落）） 

○不落となった場合の取扱如何。 

 

 

 

○契約締結に当たって、業者に無理をさせてい

ないか。 

 

○ガソリン価格の如く、価格が日々変動するよ

うなものを年間均一価格で入札すること自

体に困難があると考えるが如何。 

○予定数量の積算方法如何。 

 

⑥－１３９ 「日本 APEC 貿易担当大臣会合等

に係る接遇・連絡調整業務及び会議開催」運営

業務委嘱 

（随意契約） 

○国際会議を地方で開催する際に、地方公共団

体へ業務委嘱は一般的か。 

 

 

 

 

●当該者と予定価格の範囲内で契約締結するか、

再度公告に移行するかであるが、本案件につい

ては、必要な調達時期までに時間的に余裕がな

く前者によったもの。 

●本件については、契約締結後にも原油価格の高

騰等の事情に応じて、契約の変更を実施してい

る。 

●調達方法について検討を進めたい。 

 

 

●平成２０年度実績により積算した。 

 

 

 

 

 

●過去、地方において国際会議を開催した際に、

地方公共団体に人的協力を頂いた事例はある

が、今回のように接遇・連絡調整業務等を委嘱

したのは初めての試みであると承知している。 

 

 
 




